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  貸  借  対  照  表 

２０２０年３月３１日現在 

（単位：百万円）   

科             目 金  額 科             目 金  額 

(資産の部) 

流動資産 

現金及び預金 

売掛金 

商品 

仕掛品 

貯蔵品 

前払費用 

未収入金 

関係会社預け金 

立替金 

その他の流動資産 

貸倒引当金 

 

固定資産 

 （有形固定資産） 

建物 

機械装置 

工具器具備品 

  建設仮勘定 

 （無形固定資産） 

電話加入権 

ソフトウェア 

その他無形固定資産 

 （投資その他の資産） 

投資有価証券 

長期前払費用 

繰延税金資産 

敷金・保証金 

長期滞り債権 

その他の投資 

貸倒引当金 

 

１７，７７６ 

７３５ 

７，８７６ 

９８ 

１７ 

４６８ 

５６２ 

６３ 

６，６６０ 

１，２７５ 

２６ 

▲９ 

 

１１，５４３ 

４，８３４ 

４００ 

３，９２７ 

３８７ 

１１８ 

２，９７４ 

１０９ 

２，８４９ 

 １６  

３，７３４ 

２，４７８ 

２１０ 

２７４ 

６７２   

４７ 

９１ 

▲４０    

（負債の部） 

流動負債 

買掛金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

未払事業所税 

前受金 

預り金 

未払消費税 

 

固定負債 

役員退職慰労引当金 

  退職給付引当金 

資産除去債務 

その他の固定負債 

 

８，０６４ 

４，７９１ 

１，７５１ 

４４８ 

１７７ 

２０ 

５３３ 

６７ 

２７４ 

 

２，６５６ 

１１ 

２，３３４ 

２３１ 

７９ 

           

負債合計 １０，７２０ 

（純資産の部） 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

 

   １７，１２７ 

４，０００ 

１３，１２７ 

１，０００ 

   １２，１２７ 

  １２，１２７ 

 

１，４７０    

１，４７０ 

 

純資産合計 １８，５９８ 

資産合計 ２９，３１９ 負債・純資産合計 ２９，３１９ 

  （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損  益  計  算  書 

自２０１９年 ４月  １日 

至２０２０年 ３月 ３１日 

（単位：百万円）    

科                目 金                額 

 

売上高 

売上原価 

 

 

 

 

４３，０９５ 

３４，１８６ 

売上総利益 

販売費及び一般管理費 

 

 

８，９０８ 

５，４４２ 

営業利益 

営業外収益 

受取利息及び配当金 

販売奨励金 

為替差益 

その他 

 

 

４７ 

２７ 

２ 

９ 

３，４６５ 

 

 

 

 

８７ 

 

 

１６ 

営業外費用 

支払利息 

その他 

 

０ 

１６ 

経常利益 

特別損失 

   固定資産除却損 

   税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

当期純利益 

 

 

 

４６ 

３，５３６ 

 

４６ 

 

１，０７６ 

▲３５ 

３，４８９ 

 

１，０４１ 

 
２，４４８ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

自２０１９年 ４月  １日 

至２０２０年 ３月 ３１日 

         （単位：百万円）  

 
株       主       資       本 

評価・換算 

差 額 等 

純 資 産 

合   計 
資 本 金 

利  益  剰  余  金 

株 主 

資 本 

合 計 

そ の 他 

有価証券 

評価差額金 
利 益 

準備金 

その他 

利  益 

剰余金 
利   益 

剰 余 金 

合   計 
繰  越 

利  益 

剰余金 

当期首残高 ４，０００ １，０００ １２，１５８ １３，１５８ １７，１５８ １，８０１ １８，９５９ 

当期変動額        

剰余金の配当   ▲２，４７８ ▲２，４７８ ▲２，４７８  ▲２，４７８ 

当期純利益   ２，４４８ ２，４４８ ２，４４８   ２，４４８ 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
     ▲３３０ ▲３３０ 

当期変動額合計   ▲３０ ▲３０ ▲３０ ▲３３０ ▲３６０ 

当期末残高 ４，０００ １，０００ １２，１２７ １３，１２７ １７，１２７ １，４７０ １８，５９８ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

（１）  有価証券の評価基準及び評価方法 

 

   その他有価証券 

時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっております。 

 

（２）  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

   商  品・・・総平均法による原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

仕掛品・・・個別法による原価法によっております。  （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品・・・総平均法による原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 

（１）  有形固定資産・・・  定額法によっております。 

（リース資産を除く）   

 

（２）  無形固定資産・・・  定額法によっております。 

（リース資産を除く）  無形固定資産として計上した自社利用のソフトウェアの償却方法については、

社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。 

 

（３）  リース資産  ・・・  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有 

の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産のうち、有形リース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法、無形

リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によっております。 

 

（４）  長期前払費用・・・  定額法によっております。 
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３．引当金の計上基準 

 

（１）  貸倒引当金      ・・・  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）  役員退職慰労引当金・・・  役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく事業年度 

末要支給見込額を計上しております。 

 

（３）  退職給付引当金   ・・・  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債 

務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。退職給付債務の算定に当た

り、退職給付見込額を当該事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。過去勤務費用は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法に

より按分した額を費用処理することとしております。また、数理計算上

の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数に

よる定額法により按分した額を翌事業年度から費用処理することとし

ております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 

（１）  消費税等の会計処理  

税抜方式によっております。 

 

（２）  連結納税制度の適用 

日本電信電話株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として連結納

税制度を適用しております。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

  

１．有形固定資産の減価償却累計額  ６，５８０百万円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

    

短期金銭債権  

売掛金  ２，３０３百万円   未収入金  ３百万円 

短期金銭債務 

買掛金  １，８８８百万円   未払金  ９５０百万円 

 

３．偶発債務 

 

当社は、2020 年 1 月 16 日付で、株式会社インターネットイニシアティブより、データセンタ等に係る当

社からの発注契約について、メールによる内示を根拠に３３５百万円の損害賠償金の支払いを求める訴

訟を提起されております。 

当該訴訟への対応状況については、事業報告の「１．現況に関する事項（１２）その他当社の現況に関

する重要な事項」に記載のとおりであります。 
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【損益計算書に関する注記】 

   

１．固定資産除却損の内訳 

 

建物     １百万円 

機械装置     ２１百万円 

ソフトウェア １８百万円 

   投資その他資産                             ３百万円 

                             

２．関係会社との取引金額 

 

売上高                  １１，１４０百万円 

売上原価（に含まれる仕入高）         ９，４１０百万円 

販売費及び一般管理費              ４９７百万円 

営業取引以外の取引            ０百万円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

 

１．当事業年度末における発行済株式数 

 

   普通株式  ８０，０００株 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

 

2019年 6月 20日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 

配当金の総額                 ２，４７８百万円 

配当の原資        利益剰余金 

１株当たり配当額              ３０，９８３円 

基準日        2019年 3月 31日 

効力発生日              2019年 6月 28日 

 

2020年 6月 18日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 

配当金の総額                  ２，４４８百万円 

配当の原資        利益剰余金 

１株当たり配当額             ３０，６０６円 

基準日        2020年 3月 31日 

効力発生日              2020年 6月 30日 
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【税効果会計に関する注記】 

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与、退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の主

な要因は、その他有価証券評価差額等であります。 

なお、繰延税金資産においては、評価性引当額１５９百万円を控除しております。 

 

（追加情報） 

繰延税金資産および繰延税金負債の額については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行

に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）により、「税効果

会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28号 平成 30年 2月 16日）第 44項の定

めを適用せず、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

【金融商品に関する注記】 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

 

（１）  金融商品に対する取組方針 

資金運用については安全性に配慮し、有利な運用に努めることとしております。運用にあたっては、

原則、元本保証・確定利回りの金融商品で行うとともに、取引先金融機関等の信用リスク管理を徹

底することとしております。 

資金調達については安定的かつ最も低コストな資金調達手段の確保に努めるとともに、機動的・

弾力的な資金調達を行うこととしております。 

 

（２）  金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、債権

管理規程に基づく与信管理のほか、収納及び残高管理を適時実施し、回収等の実施状況について

は月次ベースで報告が行われる体制としております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

営業債務である買掛金等については、そのほとんどが１年以内の支払期日です。       

通常の事業活動の過程において、金融資産・負債を含むいくつかの金融商品を保有しております。

一部の金融商品は外国為替相場の変動リスクに晒されております。そのようなリスクを管理するた

めに、リスク管理方針を制定し、先物為替予約等のデリバティブ取引を利用することとしております。

なお、投機目的でデリバティブ取引を行うことはありません。 

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、資金繰り計画を作成するなど

の方法により管理しております。 

 

（３）  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 

２０２０年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注

２）参照）。 

 

（単位：百万円） 

区 分 
貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

（１） 現金及び預金 

（２） 売掛金 

（３） 未収入金 

（４） 関係会社預け金 

（５） 立替金 

（６） 投資有価証券（※１） 

（７） 敷金・保証金 

（８） 長期滞り債権 

７３５ 

７，８７６ 

６３ 

６，６６０ 

１，２７５ 

２，４５３ 

６７２ 

４７ 

７３５ 

７，８７６ 

６３ 

６，６６０ 

１，２７５ 

２，４５３ 

６７７ 

２１  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

４ 

▲２６ 

   資産計 １９，７８４ １９，７６３ ▲２１ 

（１） 買掛金 

（２） 未払金 

（３） 未払法人税等 

（４） 未払事業所税 

（５） 前受金 

（６） 預り金 

（７） 未払消費税 

４，７９１ 

１，７５１ 

１７７ 

２０ 

５３３ 

６７ 

２７４ 

４，７９１ 

１，７５１ 

１７７ 

２０ 

５３３ 

６７ 

２７４ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

   負債計 ７，６１６ ７，６１６ － 

※１ 投資有価証券は、市場価格があるものを対象にしております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

     資産 

（１）現金及び預金、（２）売掛金、（３）未収入金、（４）関係会社預け金、並びに（５）立替金 

          これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

 

（６）投資有価証券 

          これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

          なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これらに関する貸借対照表計上額

と取得原価との差額は次のとおりです。 

    （単位：百万円） 

区 分 種類 
取得原価又は

償却原価 

貸借対照表

計上額 
差 額 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
株式 ３３４ ２，４５３ ２，１１９ 
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（７）敷金・保証金 

          敷金・保証金の時価は、返還時期を見積もったうえ、将来キャッシュ・フローを無リスクの利

子率で割引いて算定する方法によっております。 

 

      （８）長期滞り債権 

          長期滞り債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算

定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した

金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

 

     負債 

     （１）買掛金、（２）未払金、（３）未払法人税等、（４）未払事業所税、（５）前受金、（６）預り金並びに

（７）未払消費税 

           これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

 

     デリバティブ取引 

   該当する事項はありません。 

 

  （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                                                        （単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式 ２４ 

         非上場株式については、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「（６）投資有価証券」には含めておりません。 
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【関連当事者との取引に関する注記】 

 

１．親会社                                                    （単位：百万円） 

名 称 
議決権等の

被所有割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

（注４） 
科 目 期末残高 

日本電信電

話株式会社 

被所有 

間接100% 

資金預入 

（ＣＭＳ） 

資金の預入（注１） 

利息の受取（注１） 

５，８７７ 

０ 

関係会社預

け金 
－ 

ＮＴＴコミュニ

ケーションズ

株式会社 

被所有 

直接100％ 

通信サービス

の提供等 

通信サービスの販

売、保守収入（注２） 
１０，９０１ 売掛金 ２，２５６ 

サービス提供

用回線の仕

入等 

サービス提供用回

線の仕入等 

(注３) 

９，４１０ 買掛金 １，８８８ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 資金の預入については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

日本電信電話株式会社とのCMS契約は２０１９年１１月をもって終了し、NTTファイナンス株式

会社との CMS契約へ移行しております。 

（注２） 通信サービスの販売、保守収入については、市場価格を勘案して一般的条件と同様に決定し

ております。 

（注３） サービス提供用回線の仕入等については、市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決

定しております。 

（注４） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

２．兄弟会社                                                  （単位：百万円） 

名 称 
議決権等の

被所有割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

（注３） 
科 目 期末残高 

ＮＴＴファイナ

ンス株式会社 
なし 

資金預入 

（ＣＭＳ） 

資金の預入（注１） 

利息の受取（注１） 

４，８５８ 

０ 

関係会社預

け金 
６，６６０ 

東日本電信

電話株式会

社 

なし 

サービス提供

用回線の仕

入等 

サービス提供用回

線の仕入等(注２) 
４，３８８ 買掛金 ５８３ 

西日本電信

電話株式会

社 

なし 

サービス提供

用回線の仕

入等 

サービス提供用回

線の仕入等(注２) 

 

３，４６５ 買掛金 ５１３ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） ２０１９年１１月に、日本電信電話株式会社との CMS 契約から NTT ファイナンス株式会社との

CMS契約へ移行しております。 

資金の預入については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注２） サービス提供用回線の仕入等については、市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決

定しております。 

（注３） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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【１株当たり情報に関する注記】 

 

１株当たり純資産額        ２３２，４８３円４６銭 

１株当たり当期純利益        ３０，６０６円３２銭 

 

 

【資産除去債務に関する注記】 

 

当社は、オフィス及び事業用建物について、賃貸借契約に基づき、原状回復費用を合理的に見積り、

資産除去債務を計上しております。 

 資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間を１５年から２１年と見積り、割引率は１．０％、１．７％

及び１．８％を採用しております。 

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりです。 

 

期首残高                   ２２７百万円 

時の経過による調整額              ４百万円 

期末残高                         ２３１百万円 

 

 

 

 

 

【3．偶発債務に係る注記の補足情報（事業報告における記載内容）】 

 

原告は、当社からのメールによる内示を根拠に原告及び当社間にてデータセンター等の契約が成立したと

主張し、債務不履行を理由として損害賠償の支払いを求めるものですが、当社としては契約が成立した事

実はなく支払いに応じる義務はない旨訴訟において適切に主張、立証していく予定です。 


